













































































( 2 ) 
上の定式化における関数および変数は以下の通りとする:
Vt=u(・，・): t期に生まれた代表的個人の生涯効用関数
c} : t期に生まれた代表的個人の第 l期(青年期)の消費
a: t期に生まれた代表的個人の第 2期(老年期)の消費










~r. =1 +九1dd 什 l ( 3 ) 
( 2 )および(3 )から，第 l期および第 2期の消費がそれぞれ次のように表示
される:
c}= ( 1 -r)(Wt一τt) ( 4 ) 
cr=r (ωtーでt)( 1 +rt+1) ( 5 ) 
ただし，r三占/(1+0)，0くrく 1
さらに，t期に生まれた代表的個人の，第 2期(老年期)期首すなわち t+1
期期首の貯蓄 St+1(三 Wt-rt一c1)は， (4)から





(1 -r)Vt=v(Wt， rt+b rt) 
と表される。
=fJ(r) +log(wt一τt)+r1og( 1 +rt+1) 
fJ (r) :定数
( 7 ) 
次に企業の最適化行動を定式化する。新古典派生産関数で与えられる生産
技術の下での利潤最大化条件から，次の要素価格フロンティアがえられる:
Wt=w(rt) (8 ) 
W'(η)=-ktく o ( 8 ' ) 
ω>0  
んは t期の資本ストックである。(8 ' )を変数変換することにより次式がえ
られる:
直接借款による経済援助の異時点間効果 D 
kt=k(η) ( 9 ) 
k'(η)=-ω"く O




























6 )変数 St+lは， (6)ではフロー変数として，一方(11)ではストック変数として定義して
いるが，本モデルではこれら 2つの概念は一致すると考えてよい。
6 経営と経済











(bt+1-bt) +rt=gt+rtbt+zt (13' ) 
となる。 gtはt期の(公債利払いを含まなし、)政府支出である。また Ztは t
期の政府ベース対外トランスファーであり，当該国が援助を与える側(援助
国)であれば Zt>O.逆に援助を受ける側(被援助国)であれば Ztく Oであ
る。(13)あるいは(13')は，各期のネットの財政赤字が新規公債発行により
賄われることを示している。




























(bt+1-bt) +τt=rtbt-fthf+ (hf+1-hf) (14') 
となる。借款供与国からみた政府ベース借款債権額 hf を非負とし (hf~ 0)， 
したがって被援助国の借款債務額は-hf(豆0) と表される。分析をより簡
略化するために，借款が行われるのは初期時点(第 0期すなわち t= 0)の
みとし，それ以降政府ベース借款残高は一定に保たれるとする。また初期時
点以前には 2国聞の政府ベース借款残高は存在しないとする:
h'6= 0， hf+1 =hf=h1> 0， t孟 (15)
政府ベース借款の実質利子率 hについては，次のように定式化する:
























任意の t(孟 0) について
τt=st[rtbt-fthf+ (hf+l-hf) ] (19) 
8 )従来の研究，例えば Haaparanta[3 ]および井堀[4 ]では，財源調達手段を，租税
のみのケースかあるいは新規公債発行のみのケースかの両極端な 2つに場合を分けて分











ro=sohf， b1-bo=b1 = ( 1 -so)hf (20) 
また第 1期以降のそれは，パラメータんが第 l期以降一定に保たれる (t孟
lについて s=ん)という仮定の下で，
τt=srt[bt一 (1 -α)hf]， t~ 1 (21) 









げt=rt(b九一αhf)孟 0，t~ 1 



























bt十 )=bt=b) = ( 1 -so)hfミ0，t ~ 1 (25) 
すなわち，自国公債残高は第 l期以降一定に保たれる。このとき定常状態に
おける自国公債残高 bは
















Ort k' +k~ 
ただし，A=rk+〆k*+r*(b九一αhf)> 0 
をえる。この動学体系が安定的であるためには，
A+rs Iα-so I hf+k'+k*' 
= (k+k牢+k'+k*')-(1 -r)k-( 1 -r*)k*+r*(b九一αhf)
+rs Iα-so I hf (28) 
が負であることがし、えれば十分である。 (28)右辺の第 l項は，資本と労働の
代替の弾力性が十分に大きければ負となる。また，r*が十分セ守口に近いと仮
定すれば， (28)右辺の第 4項は無視しうる。 fがゼロに近いとは，他国(被
援助国)の貯蓄率がきわめて低い状況を意味するが，これは本稿の想定と矛
10) このことは容易に確かめることができる。まず(20)から，第 l期 (t= 1 )において
b1 = ( 1 -so)hfミc1一α)hf~αミ内
ゆえに， (21')からF手 1のとき， αミ内ならば
b2ミb1ミ(1一α)hf






hf~訪 (1 -r)/r 
経営と経済
(29) 












ニと=戸。ミ~O ， ~;.~=l-ßo~O ohf I'U= v  ohf 
。て主。 Ob*l





ohf k' +k 
12) (29)が成立するとき，














次に， (21)， (25)， (23)， および(23')から
べL蒜=s(日州議+rl)芝 0，話=1一倍。
生三=(b*o-ahf)笠L-Ml豆o笠12=-1ahf ¥V U W>U  ahf W 1=  v ， ahf 
となり，第 l期の政府予算制約については，自国租税のみ符号が定まらない。
まず①α=soのとき，。τI/ohf=0すなわち第 l期の自国租税は借款実施前
の水準に戻る。第 l期に自国が他国から受け取る借款利子((1 -α)r1hf) 




一方②α*so(かっs= 1 )のとき，第 l期の自国租税の変化は，第 l期



















一方②αヲリo(かっ s=1 )のとき， (31)の符号は一意には定まらない。こ
こで，動学体系の議論においてもふれたように，本稿では予め自国の貯蓄率
は他国のそれより必ず高いすなわち r>r*を想定する。したがって，少なく
ともパラメータんが [α(r-r牢)rlJ/ (rl + 1 )豆向くαの範囲内にあると
き， (31)く Oすなわち第 2期の実質利子率は低下する。特殊なケースとして，
α>ん=0のとき，第 l期実質利子率不変 (arl/ahf=0 )から
色l..' I l.*'α(r-r*)rl> 0 ahf k' +k 
13) 自国の貯蓄率が他国のそれを上回るすなわち r>r*という想定の下で















( 1 -r)勉=ニム+._r_. Or¥三 O
，/ ohf-wo-ro' 1 +r¥ ohf== 
(1一門出=~笠~~ 0 











( 1 -r)笠1 ー土ー{戸(α-so)r¥-[k+s(α-so)hf]笠l}+-L-2笠ohf ωl一 τ¥l/"'¥U /"，U/I， LIV'tJ¥U tJU/I>'.Johf' 1+r2ohl 
*¥_ r___ /1.*.1..* .U!¥Or¥i. r* Or2 

















第 t期の社会的厚生を，第 t期に生まれた個人の青年期の効用および第 t-1
期に生まれた個人の老年期の効用の和，すなわち





ahf-Wo一τ。=云 V ，ahf-v 
aV*b_aV*o_ " 












。Vl_ 1 一=一一{s(α-sO)r1一[k+s(α-so)h白血}ahf-W1一 τ1lf"'" f'U/'l L'.'f" U f'u/l.l.Jahf 
色白=一一LT[Ml一 (k*+b九-ahf)笠TJ孟Oahf-w*1-r*1LUl1 ¥1¥< ，vu u，q'ahf 
avt竺ニムム笠L<{) 
ahf-wo一τo 1 +r1 ahf= V 
aV*t=_l_笠Lくの


























-ーヰ(α-so)伐 O ー=1 -ßo~ 0 ahf t' ，.. t'U/' -- v ， ahf 
。τ* ab牢‘
































一方②α*so(かっ s=1 )のとき，んく[α (r-r*)rJ/(rr+1 )ならば











o VI 1 r-7 or 




aVZ aV1. ar 
一一一-ahf-幼fI r+ 1 ahf 
aV牢2 aV*l. . ar 


















〉α となるように設定するとき，実質利子率低下 (dr/ahfく0)から. (37 
-1)>0すなわちその効用は増大する。また，パラメータんを so豆[α(r-
r*)け/(rr+ 1) (くα) となるように設定するとき，実質利子率上昇
(dr/dhfミ0)から， (37-1)く Oすなわち効用減少となる。しかし，上記
の範囲外にパラメータれがある場合には. (37-1)の符号は不明である。一
方，他国の青年世代については，パラメータんを soミ[α(r-r*) r J/ (rr+ 













殊ケースとして，パラメータ soを so=[α(r-r*)rJ/(rr+1) (くα) と設
定するとき，実質利子率不変 (ar/ahf=0)から，老年世代の効用変化は
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